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• 「データに基づく」、その前に・・・
• エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキングの潮流
• データ、指標の洪水とポリシー・ベースド・エビデン
ス・メーキングの懸念

• データの読み方、視点を共有することが重要

今改めて・・・
• ジェンダー平等、なぜ重要か？どのような社会を
目指せばいいのか？
• 2000年代、なぜ男女平等が政府の課題となったのか
• 男女平等に関わる人口状況
• ジェンダー平等、ジェンダー公平をめぐる近年の議論
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• 5/19日 山田報告、稲葉報告
• 家族のスタンダードの変化 ×
• 家族のスタンダードの継続と難化。結果として非ス
タンダードな生き方が増加 ○

•本日 なぜジェンダー、家族は変化？人口変動
の観点で解釈
• 動かせない事実、変えられる未来を理解
• なぜ今、家族を持てないのか、ではなく、なぜ当時
家族を持つことができたのか、を理解

• その上で、今後の人口減少社会では、どのような
ジェンダー平等社会をめざせばよいのかを考える
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なぜ男女平等、公正なジェンダーが求められる？
人口問題との関わり

1994年国際人口開発会議/カイロ会議
マクロ（人口ターゲット）からミクロ（人権・自己決定、平等）へ
ジェンダー平等

Population and Gender Equity(Sen 2001)

• 出生数を減らす、増やすことに魔法の手段は無い。
× 強制不妊手術、中絶の禁止、無子税／出産祝い金

• 強制、脅迫ではなく自由と正義が有効

• 社会を広く変革されるための統合された接近法が必要
→女性のエンパワーメント、ジェンダー公平

• 人権、教育、労働、政治・・・あらゆる分野に影響を与える肥料
• 様々な取り組みをintegrationする役割
• 女性に関する正義は、女性の未来にとってだけではなく、世界の未
来にとって重要
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なぜ社会は男女不平等だったのか

5



人口転換とポスト人口転換
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人口転換期の特殊性
• 死亡率が低下するが出生率が高い時代に、若年人口
が増加

• 一度だけ訪れるキョウダイが多い⻘年人口の増加
• 娘に優先して息子が進学
• ⻑男以外、親から離れ都市へ
• 核家族形成（ニューファミリー）
• 少ない20代男性と多い20代女性

• 一度だけ訪れる人口ボーナス期（子どもが少なく、
高齢者が少なく経済成⻑、終⾝雇⽤）

• 子どもは量から質へ（家族計画、二子規範）

• 子育て・教育に労力を注ぐ主婦業の登場
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ポスト人口転換
•キョウダイが少ない、人的投資を受け
た⻘年の登場（1960年代生まれ〜）

•息子と同様、娘も進学（女性の高学歴
化、学歴の男女逆転）

•多い20代男性と少ない20代女性

•役割規範→個人主義、自己実現（未婚、
離婚）

•経済の低成⻑・格差（人口オーナス、
新自由主義）
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変化する男女バランス
女性のエンパワーメント、分業の非合理性
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2030年代半ばまでは、ほぼ確実に急減する新卒者
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1980年代から男性人口が過大傾向
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結婚市場において女性過剰から男性過剰に
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世界各国の性比(20代後半男性/20代前半女性)の推移：1950〜2100年
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16OECD(2015)Education at a Glance 2015 - Global Launch



高齢者の配偶関係の推移
高齢者の単身化

17総務省『国勢調査』。将来については国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)。
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男女平等論、その後
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ジェンダー論の登場
• 機会費⽤仮説(経済学者Becker 1981)
• 世帯内の権力関係に着目 (フェミニスト経済学者

Forbre 1983)
• ジェンダーシステム概念

Mason (1997) 
男性と女性に対する社会的に構築された期待として定義
「女性と男性の間の分業と責任を規定し、それらに異な
る権利と義務を与える」。

• 目標としてのジェンダー革命
人口の状況からも分業は非合理
働く女性が多い社会で子どもが産みやすい傾向
男女が共に働き、共に子育てを
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一方でジェンダー革命の困難
•セカンド・シフト、「失速した革命 stalled 

revolution」Hochschild (1989)
•公的男女平等に遅れる家庭内平等(McDonald 

2000)
• 途上フェーズの超低出生力、コンフリクト

•「未完の革命 Incomplete Revolution」(Esping-
Andersen 2009)
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どう乗り越えるか
• 家事外部化、ケア社会化、AI

• 男女差・男女平等再考
• パート就労を排除すべきではない。そもそも家庭を考慮し
なくてよい仕事はない（Blossfeld and Hekim 1997)

• オランダ1.5働き
• “Why Women Still Can’t Have It All”(Slaughter 2012)

• 子育てを就業と同じ価値に
• 伝統／平等の二分法を超える(Brinton and Lee 2016)

• Traditional/Pro-work conservative/Full egalitarian/Flexible egalitarian
• ジェンダー平等ではなくジェンダー公平観equity(ただし評
価が難しい）

• 男性の選択肢増、働き方改革、再社会化
• 男女差がある社会は、男性にも相当な負担
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